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降雨予測を活用したダム洪水

調節手法の高度化

河川研究部 水資源研究室 三石室長 真也 尾関研究官 敏久

（キーワード） 降雨予測、洪水調節、事前放流

１．はじめに

地球温暖化の影響として、極端な降雨現象の発

生頻度が引き続き増加する可能性が高いこと等が

指摘されている。一方、我が国における国土交通

省所管ダムの建設は近年減少しており、今後は既

存ストックのいっそうの機能強化が求められる。

本研究では、ダム下流の洪水被害を最小化する

ことを目指し、過去に大規模洪水を経験したダム

流域を対象に、ダム管理に適した空間解像度の高

い降雨予測を行うとともに、ダムの全容量を最大

限に活用したより効果的な洪水調節方法（図1）に

ついて検討し、超過洪水を含めた実際の洪水によ

りその適用性について検証を行った。

２．降雨予測の実施と合理的なダム操作手法

降雨予測は、局地的豪雨の発生及びダムの流域

面積に鑑み、実績洪水当時の気象庁の予測（20km

メッシュ）をもとに、米国で開発・公開されてい

る気象モデルを使用したダウンスケーリングによ

る2kmメッシュの予測計算を行った。予測流入量は、

ダム上流域における初期損失、一次流出、最大地

中保水能とその低減曲線により降雨損失を算出し、

1時間毎の降雨量から降雨損失を控除して得られ

た有効降雨量を求め、これに集水面積を乗じて算

出した。算出した予測時間内総流入量と予測時点

ダム空き容量を比較し、1時間毎に操作判断を実施

する洪水調節シミュレーションを行った。
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図2 矢作ダムH12年9月洪水のシミュレーション結果

３．シミュレーション結果

超過洪水発生時にあっても図2に示すように速

やかなすり付け操作により、操作規則に基づくた

だし書き操作による場合よりも最大放流量を大幅

に低減し、氾濫被害を抑制することが多くの洪水

で可能である。また、多くの中小洪水においては、

放流量を無害流量以内に抑えることにより、下流

被害の防止を図ることが可能である。

４．おわりに

降雨予測を活用することにより、洪水調節効果

の向上が図られる一方で、予測誤差による治水及

び利水上のリスクも存在する。今後は、これらの

リスクを最小化するために降雨予測の誤差を含め

た特性を正確に把握し、洪水調節操作の判断に反

映させる研究を実施していく。
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ゴム製ポールを用いた

生活道路における

速度抑制手法
道路研究部 道路空間高度化研究室 主任研究官本田 肇 部外研究員伊藤 克広 室長金子 正洋

（キーワード） 生活道路、速度抑制、ゴム製ポール、シケイン、狭さく

１．はじめに

生活道路における交通安全対策として、これま

でハンプや狭さく等の自動車の走行速度を抑制す

る構造（以下「デバイス」という。）を用いた速

度抑制策が実施されている。しかしながら、これ

までに実施されたハンプや狭さくの多くは道路改

築を必要とする場合も多くコストが高い欠点があ

った。そのため、身近な生活道路における交通安

全対策を望む声が多い一方で、地方公共団体の財

政状況が逼迫する中、多少効果が低くなってもよ

り簡易に多くの箇所において対策を実施すること

が望まれている。

本研究では、実道で簡易なデバイス（ゴム製ポ

ール）を用いてシケインや狭さくを構築すること

によりどの程度の速度抑制効果があるか調査し、

効果的で簡易な速度抑制策の検討を行っている。

２．ゴム製ポールを用いた社会実験の実施

平成21年度に既存の狭さく15箇所、シケイン10

箇所、スラローム5箇所において、その形状と通行

する自動車走行速度との関係について調査分析を

行った。その結果、85％タイル速度を30km/h以下

とするためには、狭さくよりシケインの方が減速

効果が高く、更にシケイン形状については、車道

部幅員Wとフォルト幅Fの間にF/W≦0.37という関

係が成立すればよいという結果が得られた。
L0：シケイン延長

O：横方向のずれ

F：フォルト幅

D：車道幅員
W：総幅員

但し、ｼｹｲﾝでは、L0（ｼｹｲﾝ延長）=L1（屈曲延長）+L2（ﾌｫﾙﾄ延長）

図 シケイン（スラローム）形状の例

そこで、平成22

年度は、埼玉県熊

谷市との協働に

より、車道幅員約

5.5mの一方通行

道路において、ゴ

ム製ポールを用いて、先述のF/W≦0.37を保つシケ

イン（フォルト幅約2m）を構築することにより、

減速効果が得られるかどうか、更に、効果を保ち

つつより簡易な対策とするため、間隔を変えたシ

ケイン及び狭さくの合計３パターンで社会実験を

実施し、自動車走行速度を測定した。

ゴム製ポールを設置しない場合に、約39km/hだ

った85%タイル速度が、シケイン間隔を35m及び50m

とした2つのパターンにおいて約35km/hとなり、約

4km/hの減速効果が得られるとともに、約半数の自

動車が180mの観測区間のうち100m以上の区間にお

いて30km/h以下で走行する結果となった。

また、間隔50mの狭さくについては、わずかでは

あるものの85%タイル速度が約2km/h減の約36km/h

となり、いずれのパターンも効果が得られ、その

中でも想定通りシケインの効果が高い結果となっ

た。尚、シケインの場合には、歩行者が危険に感

じるとの声もあり、別途安心感の向上方策を検討

する必要があることが分かった。

３．今後の展開

今回の社会実験結果や既存のデバイス設置に関

する留意点（設置間隔や間口からの必要離隔距離

等）を技術資料としてとりまとめ、地方公共団体

が少しでも手軽に速度抑制に取り組むことができ

るよう支援していくことを考えている。

写真 社会実験状況（シケイン）
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